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　こうした動きに合わせて、2016 年 5 月、「刑事訴訟法等の一部を改正する法
律」が成立した。そのうち、いわゆる「取調べの可視化制度」についてみると、
被疑者取調べの全過程録音・録画を義務化した上（刑事訴訟法 301 条の 2）で、
続いて同法 322 条に基づいて検察官が証拠請求する場合に、もしくは同法 324
条に基づいて被告人に不利益な事実の承認の際に被告人または弁護人の異議権、
検察官の証拠請求義務とそれらの義務を懈怠することによって惹起される法律
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12）　当該規定 184 条 3 項によれば、被疑者に対する取調べを行う時に、必要に応じて、
メモを取りながら、録音・録画することができるとされている。
13）　魏星＝程振楠「全程同歩録音録画：“逼”出偵査新水平」検察日報 2007 年 9 月
11 日。中華人民共和国最高人民検察院ホームページ http://www.spp.gov.cn/
zdgz/200709/t20070921 _26693.shtml。いわゆる三つのステップとは、職務に関連す
















































　2006 年から 2007 年 8 月にかけて、全国の検察機関は、設備投資を目的とし
て 5 億元余を投入し、同時録音・録画用の取調べ専門室 4,280 室を用意し、留
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方法が、中国全土で統一されている状況であるとは決して言えない 20）。実施状
況に関しては、ある地域の検察機関を対象にした非公式の統計によれば、取調










10 月 1 日から実施された。
　当該規定は、合わせて 5 章 27 条からなる。以下では、その主要な内容の幾
つかを指摘して、それぞれについて検討を行うことにしたい。
（1）取調べの可視化の適用対象について






年）8 月号 64 頁。
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（2）録音・録画
　可視化の設備については、専用記録装置を利用することができるとし、音














示することができる（同規定 11 条 1 項）。
　取調べの過程において、取調官が証拠を提出し、かつ被疑者が証拠を識別し、
供述調書を照合し、署名し、捺印をする場面を撮影しなければならない（同規




























ない（同規定 16 条 1項前段）。
　録音・録画による取調べの記録は、コンパクト・ディスクへの焼付け（Com-
pact Disk Burning）により保存し、または、ディスク（Disk）などのストレー




明記し、書類封筒で密封された 1 通を正本にし、もう 1 通を副本にする。同
一の事件に対する複数回の取調べを行う場合においては、同じコンパクト・デ













































ないとされる（同規定 23 条 2 項）。
　当該規定に違反し、以下の要件を満たす場合には、関連する規定に基づき関
係機関及び関係者の責任を問わなければならない（同規定 24 条）。
















































































の 1 つとして、刑事司法領域に含められるようになる（1996 年刑事訴訟法 41
条）。ただし、1996 年刑事訴訟法は、視聴資料の概念について、決して明確に
されているとは言えなかった。
　同年 12 月 31 日に、最高人民検察院が公布した司法解釈 25）3 条 1 項によれば、
いわゆる視聴資料とは、画像、映像及び音声によって事件の真実を証明する証
25）　1996 年 12 月 31 日に、最高人民検察院が「検察機関の刑訴法を完全に実現する
ことに関する若干の問題についての意見の印刷配布の知らせ」（关于印发检察机关贯








































利を持つ。この考え方を支える理由の 1 つは、2012 年改正された刑事訴訟法















務省第 463 号、中華人民共和国刑事訴訟法（2013 年 1 月 1 日施行）によると、「記
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　刑事訴訟法 301 条の 2 第 4 項で定められた録音・録画義務が、訴訟手続に
おいてどのように扱われるのかは、同条第 1 項、第 2 項に委ねられている。す
なわち、第 1 項により、被告人にとって不利益な証拠能力に関連するものとし
て、自白調書の任意性が争われる場合において、検察官には、録音・録画記録









　第 3 項は、刑事訴訟法 324 条による伝聞供述の証拠能力に関連する規定で
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